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はじめに 

 

本報告書は，行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６号）

第６条第１項の規定により作成した法務省政策評価に関する基本計画（平成２０年

３月２８日決定。平成２１年１２月２８日改定）に基づき，本年度実施した事前評

価の結果を取りまとめたものである。 

なお，本報告書の作成に当たっては，政策評価懇談会委員の意見等を参考とした。 
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政 策 体 系 

基本政策 

 政策 

  施策 

Ⅰ 基本法制の維持及び整備 

 

１ 基本法制の維持及び整備（事前規制型社会から事後チェック・救済型社会への転換，社会経済構

造の変革に対応した基本法制の維持及び整備を行う。） 

 

 

(1) 社会経済情勢に対応した基本法制の整備（情報化・国際化等の取引社会の変化に対応した民

事基本法制の整備及び社会経済情勢に対応した犯罪事象に的確に対応する刑事基本法制の整

備により，国民が豊かな創造性とエネルギーを発揮する社会の実現と，我が国の経済の活力の

維持・向上に資するとともに，事後チェック・救済型社会の基盤を形成し，社会の安定に資す

るものとする。） 

２ 司法制度改革の推進（社会の複雑・多様化，国際化等がより一層進展する中で，事前規制型社会

から明確なルールと自己責任原則に貫かれた事後チェック・救済型社会への転換を図り，自由かつ

公正な社会を実現していくために，その基礎となる司法の基本的制度を抜本的に見直し，司法の機

能を充実強化する。） 

 

(1) 総合法律支援の充実強化（裁判その他の法による紛争の解決のための制度の利用をより容易

にするとともに，弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービス

をより身近に受けられるようにするための総合的な支援の実施及び体制整備の充実強化を図

る。） 

(2) 裁判員制度の啓発推進（国民に対し，裁判員として刑事裁判に参加することの意義及び裁判

員の選任手続，事件の審理・評議における裁判員の職務等の制度の具体的内容を周知し，裁判

員制度についての疑問に答えることで不安等を解消すると同時に制度への理解を得て，裁判員

裁判への主体的参加を促す。） 

(3) 法曹養成制度の充実（高度の専門的な法律知識，幅広い教養，豊かな人間性及び職業倫理を

備えた多数の法曹の養成及び確保その他の司法制度を支える体制を充実強化する。） 

(4) 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化（国民がそのニーズに応じて多様な紛争解決手段を選択

することができるようにするため，裁判外の紛争解決手段について，その拡充・活性化を図る。）
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(5) 法教育の推進（法や司法を身近なものとし，自由かつ公正な社会の担い手である国民が法や

ルールにのっとった紛争の適正な解決を図る力を身につけるとともに，裁判員制度を始めとす

る司法の国民的基盤確立の条件を整備するため，法教育の推進を図る。） 

３ 法務に関する調査研究（内外の社会経済事象を的確に把握し，時代の要請に適応した基本法制等

に資するよう，法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。） 

 (1) 法務に関する調査研究（内外の社会経済事象を的確に把握し，時代の要請に適応した基本法

制等に資するよう，法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。） 

Ⅱ 法秩序の確立による安全・安心な社会の維持（犯罪被害者等のための施策及び再犯防止対策を含む。）

４ 検察権の適正迅速な行使（国家刑罰権の適正かつ迅速な実現により，社会の平和を保持し，個人

及び公共の福祉を図る。）  

 

(1) 適正迅速な検察権の行使（刑事事件について捜査及び起訴・不起訴の処分を行い，裁判所に

法の正当な適用を請求し，裁判の執行を指揮監督するなどの権限を適正迅速に行使する。） 

(2) 検察権行使を支える事務の適正な運営（検察活動が社会情勢の推移に即応して有効適切に行

われるように検察運営の全般にわたって改善を加え，検察機能のより一層の強化を図る。） 

５ 矯正処遇の適正な実施（被収容者に対し適正な矯正処遇を実施することにより，その改善更生及

び円滑な社会復帰を図る。） 

 

(1) 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備（研修，訓練等を通じて職員の職務執行力の

向上を図るとともに，各種警備用機器の整備・開発の推進及びその効果的な活用等を図る。）

(2) 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施（被収容者の生活条件を含めた収容

環境を維持することにより，国民が安全に安心して暮らせる社会を構築するとともに，被収容

者の個々の状況に応じた適切な処遇を実施することにより，その改善更生及び円滑な社会復帰

を図る。） 

(3) 矯正施設の適正な運営に必要な民間開放の推進（過剰収容に伴い増加する業務量に適切に対

応し，かつ，矯正処遇の充実を図るために民間委託等を推進することとし，増員幅を抑制しつ

つ必要な要員を確保する。） 

６ 更生保護活動の適切な実施（犯罪をした者及び非行のある少年の社会内における改善更生を図る

とともに，犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。） 

 

 (1) 保護観察対象者等の改善更生（更生保護活動を通じて，保護観察対象者等の改善更生を図

る。） 

(2) 犯罪予防活動の促進（犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。） 

(3) 医療観察対象者の社会復帰（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対して，その
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病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り，円滑に社会復帰をすることができ

るようにする。） 

７ 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施（破壊的

団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調

査，処分の請求及び規制措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を図る。） 

 (1) 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施（破

壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規制

に関する調査，処分の請求及び規制措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を図る。） 

８ 団体の規制処分の適正な審査・決定（公共の安全の確保に寄与するために行う破壊的団体及び無

差別大量殺人行為を行った団体の規制に関し適正な審査及び決定を行う。） 

 (1) 団体の規制処分の適正な審査・決定（破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体に対

する規制処分に際し，適正な審査及び決定を行う。） 

Ⅲ 国民の権利擁護 

 

９ 国民の財産や身分関係の保護（経済活動や社会活動に不可欠である財産上及び身分上の権利を適

切に保全するための法制度を整備するとともに，円滑な運営を行う。） 

 

 

(1) 登記事務の適正円滑な処理（登記事務におけるシステムの見直し等により，事務処理の効率

化，システム関係経費の削減を図るとともに，国民の利便性を向上させる。） 

(2) 国籍・戸籍・供託事務の適正円滑な処理（国籍・戸籍・供託に関する法制度を整備し，これ

を適正・円滑に運営することにより我が国における身分関係の安定及び国民の権利の保全を図

る。） 

(3) 債権管理回収業の審査監督（債権回収会社について必要な規制を行うことにより，債権管理

回収行為等の適正を図る。） 

 10 人権の擁護（国民の人権の擁護を積極的に行う。） 

 

 

(1) 人権の擁護（人権の擁護に関する施策を総合的に推進し，もって人権が尊重される社会の実

現に寄与する。） 

Ⅳ 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 

 11 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国民個人の権利・利益と国の正当な利益と

の間における争訟に対して，統一的に対処し適正な調和を図る。） 

  

(1) 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国の利害に関係のある本案訴訟を適

正・迅速に追行することにより，国民の期待にこたえる司法制度の実現に寄与する。） 

Ⅴ 出入国の公正な管理 
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12 出入国の公正な管理（不法滞在者等を生まない社会を構築するとともに，出入国管理行政を通じ

て国際協調と国際交流の増進を図る。） 

  

(1) 出入国の公正な管理（不法滞在者等を生まない社会の構築を図るとともに共生社会を実現す

るため，新たな在留管理制度の創設に係る法令の整備を始めとする施策を行うとともに，我が

国の国際協調と国際交流を推進し，我が国社会の健全な発展を目指す。） 

Ⅵ 法務行政における国際化対応・国際協力 

 

13 法務行政における国際化対応・国際協力（外国関係機関との連携等を通じて，法務行政の国際

化や諸外国への協力に適切に対応する。） 

  (1) 法務行政の国際化への対応（国際化する法務行政の円滑な運営を図る。） 

(2) 法務行政における国際協力の推進（法務省が所掌事務に関連して有する知見等を他国に提供

することにより，国際協力を推進する。） 

Ⅶ 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 

 

14 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営（説明責任の履行，透明性の確保，人的物的体制の整備確

立等を通じて，法務行政を円滑かつ効率的に運営する。） 

  (1) 法務行政に対する理解の促進（法務行政を国民に開かれた存在にし，その理解の促進を図

る。） 

 

 

(2) 施設の整備（司法制度改革の推進，治安情勢の変化に伴う新たな行政需要等により，十分な

行政機能を果たすためには執務室等の面積が不足している施設や，長期間の使用により老朽化

した施設の整備を行う。） 

 

 

(3) 法務行政の情報化（国民の利便性，行政サービスの向上を図るため，法務行政手続の情報化

を推進するとともに，法務省で運用する情報システムについて，政府全体で取り組んでいる業

務・システムの最適化を図り，業務及び情報システムの効率化を推進する。） 

 

 

(4) 職員の多様性及び能力の確保（社会経済情勢の変動に適切に対応するため，職員の多様性を

確保し，能力の開発・向上を図る。） 
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平成２２年度事前評価実施結果報告書

１．政策名等

政 策 名 施設の整備

評 価 対 象 施設の整備（宇都宮法務総合庁舎新営工事）

施 策 名 等 【政策体系上の位置付け：Ⅶ－14－（２）】

施策の基本目標 司法制度改革の推進,治安情勢の変化に伴う新たな行政需要等により,

十分な行政機能を果たすためには執務室等の面積が不足している施設や,

長期間の使用により老朽化した施設の整備を行う。

評価実施時期 平成22年８月 所 管 部 局 大臣官房施設課

評 価 方 式 事業評価方式

２．事業等の内容

（１）課題・ニーズ

既存施設は，十分な行政機能を果たすためには面積及び耐震強度が不足しており,行

政事務の円滑な遂行に支障を来している。加えて,現在,民間ビルに入居している東京入

国管理局宇都宮出張所は,多額の借料が発生している。

（２）目的・目標

必要な法務総合庁舎を整備し，業務効率の改善，利用者へのサービスの向上を図るも

のである。

（３）具体的内容

事業場所：栃木県宇都宮市小幡二丁目１番11号

事業時期：平成23年度から

延べ面積：14,463㎡

入居庁 ：宇都宮地方検察庁

宇都宮地方法務局

宇都宮保護観察所

東京入国管理局宇都宮出張所

３．評価手法等

「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」のとおりである。

４．評価の内容

（１）事業計画の必要性に関する評点が100点以上であること。

事業計画の必要性：109点

・ 既存庁舎は面積が不十分な上,建物の耐震強度が不足している。

（２）事業計画の合理性に関する評点が100点であること。

事業計画の合理性：100点

・ 同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，事業案の方が経済的

である。

（３）基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

業計画とする。

事業計画の効果（Ｂ１）：133点

・ 現予定地での新営整備は，必要な駐車場も確保でき好立地条件である。

事業計画の効果（Ｂ２） ： Ａ評価２ Ｂ評価２ Ｃ評価３

・ 人権(被疑者等に対して外部からの視線が届かないようにするなどの対策,被疑者

及び犯罪被害者等と一般来庁者との分離）及び環境保全性（照明制御設備,屋上緑
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化，太陽光発電）に対して特に充実した取組が計画されている。

以上（１），（２），（３）より，新規採択事業としての要件を満たしていると評価できる。

５．政策評価懇談会の知見の活用

（１）実施時期

平成22年８月30日～同年９月２日

（２）実施方法

持ち回り審議

（３）意見及び反映内容の概要

ア〔意見〕

バリアフリー化の記述が４庁で統一されておらず，検察庁や保護観察所については，

記載が抽象的過ぎるのではないか。

〔反映内容〕

検察庁及び保護観察所においても配慮すべき事項であることから，「来庁者用経路

の明確化（案内表示等のサイン計画の改善）」を事業評価資料に追記した。

イ〔意見〕

本事業案と比較すべき代替案の内容が評価書中に示されておらず，評価することが

困難である。

〔反映内容〕

事業案と代替案とが比較できるような記載方法について，検討することとする。

ウ〔意見〕

今後，施設の建設等の評価を行うにあたり，評価項目の中に，例えば「アスベスト

や残留化学物質などの調査・対策」等を追加できないか。

〔反映内容〕

事前評価の評価項目としての妥当性について，検討することとする。

６．関係する法令，施政方針演説等(主なもの）

７．備考
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宇都宮法務総合庁舎新営工事

事 業 評 価 資 料
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○ 検察庁

目的

来庁者対応機能 ○ 情報提供スペース，情報公開窓口の拡充

の充実 ・確定記録等の閲覧スペースの確保

検察業務への理解

○ バリアフリー化

・障害者，高齢者，女性及び子供のための機能の充実

・来庁者用経路の明確化(案内表示等のサイン計画の改善)

○ 駐車場の拡充

・必要駐車台数の確保

・外部からの視線が届かない降車場の設置

犯罪被害者等 ○ 犯罪被害者等への配慮

への配慮 ・犯罪被害者等のためのカウンセリング室の設置

・専用待合室の設置

・犯罪被害者等の心情及びプライバシーへの配慮

・被疑者と交わらない経路計画

業務効率・検察官 ○ 調室機能の充実

支援機能の充実 ・調室の面積不足の解消

・調室の増加

・プライバシーの確保（遮音性等の確保）

○ 付随機能等の充実

・各待合室及び控室の充実(通訳人控室等)

・調室補助機能の充実

・被疑者等専用待合室の拡充

○ 窓口機能の充実

・事件の受理窓口等の充実

・罰金等の徴収窓口及び待合室の充実

○ 保管機能の充実

・証拠品庫，記録保管庫及び資料室のスペースの拡充

・証拠品庫，記録保管庫及び資料室の位置及び搬送経路の改善

・セキュリティーの充実

・適切な保存機能の確保（空調設備等の設置等）

防犯性の向上 ○ 被疑者等専用経路及び待合室等の充実

・被疑者等専用経路の確保

・被疑者等専用待合室の確保

２ 整備方針

方針

検
察
業
務
の
質
的
・
量
的
変
化
へ
の
対
応
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○ 法務局

目的 方針

来庁者対応機能 ○ 待合機能・情報提供機能の充実

の充実 ・待合のためのスペースの確保

・リフレッシュスペースの確保（自動販売機，ベンチ等）

・情報公開，情報提供スペースの確保

○ 相談機能の充実

・相談室の拡充（面積不足の解消等）

・プライバシーの確保

○ バリアフリー化

・障害者，高齢者，女性及び子供のための機能の充実

・来庁者用経路の明確化(案内表示等のサイン計画の改善)

○ 駐車場の拡充

・必要駐車台数の確保

業務処理機能 ○ 登記窓口・事務室の充実

の充実 ・事務室の面積不足の解消

・セキュリティーの確保

○ 各領域の明確な区分

・閲覧スペースの拡充

・情報端末等の設置

・複写機等の充実

○閲覧機能の充実

・閲覧機能の拡充

・情報端末等の設置

・複写機等の充実

○ 会議室の充実

・各種会議に対応できるスペースの確保

○書庫充実

・保存年限に基づく台帳の保管場所の確保

・スペースの有効活用への配慮

・保管機能の充実

(空調設備等の設置)(防災安全性の確保)

(保安安全性の確保)

行
政
サ
ー

ビ
ス
の
向
上
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○ 保護観察所

目的

来庁者対応機能 ○待合機能・情報提供機能の充実

の充実 ・待合のためのスペース確保

・情報公開，情報提供スペースの確保

○バリアフリー化

・障害者，高齢者，女性及び子供のための機能充実

・来庁者用経路の明確化(案内表示等のサイン計画の改善)

○駐車場の拡充

・必要駐車台数の確保

犯罪被害者等 ○犯罪被害者等への配慮

への配慮 ・犯罪被害者等相談室の設置

・専用待合室の設置

・犯罪被害者等の心情及びプライバシーへの配慮

・保護観察対象者との区域分離

○面接・調査機能の充実

・面接・調査室の面積不足解消

・面接・調査室の増加

・プライバシーの確保（遮音性等の確保）

○医療観察機能の充実

・生活指導室の設置

○付随機能等の充実

・各待合室等の充実

・集団処遇室の設置

方針

保
護
観
察
業
務
の
質
的
・
量
的
変
化
へ
の
対
応

保護観察官・社会
復帰調整官支援機
能の充実
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○ 入国管理局出張所

目的 方針

来庁者対応機能 ○ 待合機能・情報提供機能の充実

の充実 ・待合のためのスペースの確保

・リフレッシュスペースの確保（自動販売機，ベンチ等）

・情報公開，情報提供スペースの確保

○ 相談機能の充実

・在留相談室の拡充（面積不足の解消等）

・プライバシーの確保

○ バリアフリー化

・障害者，高齢者，女性及び子供のための機能の充実

・来庁者用経路の明確化(案内表示等のサイン計画の改善)

○ 駐車場の拡充

・必要駐車台数の確保

○申請窓口・事務室の充実

・事務室の面積不足の解消

・セキュリティーの確保

○各領域の明確な区分

・審査部門区域と警備部門区域の分離

○会議室の拡充

・各種会議に対応できるスペースの確保

業務処理能力
の充実

行
政
サ
ー

ビ
ス
の
向
上
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事業計画の必要性に関する評価指標

●建替等の場合

計画理由 内 容 備 考
１００ ９０ ８０ ７０ ６０ ５０ ４０

木造 保安度2,500以下 3,000以下 3,500以下 4,000以下 4,500以下 5,000以下 6,000以下

老朽 非木造

現存率50％以下又は経
年、被災等により構造耐力
が著しく低下し、非常に危
険な状態にあるもの

６０％以下 同
左

７０％以下 同左
８０％以下 同
左

災害危険地域又は気象条件の
極めて過酷な場所にある場合、
10点加算する。

狭あい
（面積不足）

庁舎面積 面積率０．５以下 ０．５５以下 ０．６０以下 ０．６５以下 ０．７０以下 ０．７５以下 ０．８０以下
敷地等の関係で増築が不可能
な場合にのみ、新営の主理由と
して取り上げる。

8

立退要求がある場合
借用期限が切
れ即刻立退が
必要なもの

期限付き立退
要求のもの

なるべく速やかに
返還すべきもの

借用返還
返還すべき場合、関係団
体より借り上げの場合又
は借料が高額の場合

緊急に返還すべきもの
なるべく速やかに
返還すべきもの

5

分散 事務能率低下、連絡困難
２ヶ所以上に分散、相互距離が１
km以上で（同一敷地外）、業務上
著しく支障があるもの

２ヶ所以上に分散、相互距離が
300m以上で（同一敷地外）、業務
上非常に支障があるもの

同一敷地内に分散、業務上支障
があるもの

相互距離は、通常利用する道
路の延長とする。

街路、公園及び区画整理
等都市計画事業施行地

周囲が区画整理等施行済
みで当該施行分だけが
残っているもの

区画整理等施
行中で早く立退
かないと妨害と
なるもの

区画整理等が
事業決定済で
あるもの（年度
別決定済）

区画整理等が計画決定済である
もの

シビックコア計画に基づくものの
うち、シビックコア内の当該施行
分を除く施設、関連都市整備事
業等全てが整備済のものは7
点、全てが整備済または建設
中のものは4点を加算する。

都市計画の関係

地域制上の不適

都市計画的にみて、地域性上著し
い障害のあるもの又は防火地区
若しくは準防火地区にある木造建
築で防火度50点以下のもの

６０点以下

都市計画的にみて、地域性上障
害のあるもの、又は防火地区若し
くは準防火地区にある木造建物で
防火度70点以下のもの

８０点以下

都市計画的にみて、地域性上好ま
しくないもの又は防火地区若しくは
準防火地区にある木造建物で防
火度100点未満のもの

立地条件の不良

位置の不適
位置が不適当で業務上非常な支
障を来しているもの又は公衆に非
常に不便を及ぼしているもの

位置が不適当で業務上支障を来
しているもの又は公衆に不便を及
ぼしているもの

位置が不適当で業務上又は環境
上好ましくないもの

地盤の不良
地盤沈下、低湿地又は排
水不良等で維持管理が不
可能に近いもの

地盤沈下、低湿地又は排水不良
等で維持管理が著しく困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排水不良
等で維持管理が困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排水不良
等で維持管理上好ましくないもの

施設の不備 必要施設の不備
施設が不備のため業務の
遂行が著しく困難なもの

施設が不備のため業務の遂行が
困難なもの

施設が不備のため業務の遂行に
支障を来しているもの

施設が不備のため業務上好ましく
ないもの又は来庁者の利用上著
しく支障があるもの

敷地等の関係で増築が不可能
な場合にのみ、新営の主理由と
して取り上げる。

6

衛生条件の不良 採光、換気不良
法令による基準よりはるかに低い
もの

法令による基準より相当低いもの 法令による基準以下であるもの
新設新営の主理由として取り上
げない。

法令等 法令等に基づく整備
法令、閣議決定等に基づ
き整備が必要なもの

国の行政機関等の移転及び機
構統廃合等に適用する。ただ
し、機構統廃合による場合は主
理由として取り上げない。

10

109

加算点（法務総合庁舎計画等）
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事業計画の効果（B1)に関する評価指標

分 類

1.1 1 0.9 0.8 0.7 0.5
位 置 用地取得の見込 取得済み、現地建替 国有地の所管替予定、公有地

等の借用予定、建設までに用地
取得の計画あり、又は民有地を
長期間借用可能なもの

建設までの用地取得計画が不
明確

敷地未定

災害防止・環境保全 自然条件が災害防止・環境保全
上良好

自然条件の不備を技術的に解
消できる

自然条件に災害防止・環境保全
上やや支障がある

自然条件に災害防止、環境保
全上著しい支障がある

アクセスの確保 周辺に道路・鉄道等が整備済み 整備の見込あり 整備の見込なし

都市計画・土地利用計画等との整合性 都市計画・土地利用計画シビッ
クコア地区整備計画等に積極的
に貢献

都市計画等と整合 条件整備により都市計画等との
整合が可能

都市計画等と整合しない

敷地形状 敷地が有効に利用できる形状で
あり、安全・円滑に出入りできる
構造の道路等に接している

敷地が有効に利用できる形状で
はない

安全・円滑に出入りできる構造
の道路等に接していない

規 模 建築物の規模 業務内容等に応じ、適切な規模
が設定され、敷地の高度利用に
ついて配慮している

業務内容等に応じ、適切な規模
が設定されている

規模と業務内容等との関連が不
明確

規模未定

敷地の規模 駐車場、緑地等に必要な面積が
確保されている

建築物の規模に応じ適切な規
模となっている

駐車場等の確保に支障がある

構 造 単独庁舎、 単独庁舎の場合 単独庁舎としての整備が適当 総合庁舎又は合同庁舎計画と
の調整が必要

総合庁舎又は合同庁舎計画とし
ての整備が必要

総合庁舎

としての 総合庁舎の場合 総合庁舎としての整備条件が
整っている

総合庁舎としての整備条件が
整っていない

整備条件

機能性等 適切な構造、機能として計画さ
れている

標準的な構造として計画されて
いる。又は、特殊な施設で必要
な機能等が満足される計画であ
る

適切な構造、機能として計画さ
れていない

標準的な構造が確保できないお
それがある。又は、特殊な施設
で必要な機能等が満足されない
おそれがある

評点（各係数の積×100倍） 133

項 目 係 数
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平成２２年度事前評価実施結果報告書

１．政策名等

政 策 名 法務に関する調査研究

評 価 対 象 法務に関する調査研究（犯罪被害に関する総合的研究）

施 策 名 等 【政策体系上の位置付け：Ⅰ－３－（１）】

施策の基本目標 内外の社会経済事象を的確に把握し，時代の要請に適応した基本法制等

に資するよう，法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。

評価実施時期 平成22年８月 所 管 部 局 法務総合研究所総務企画部

企画課

評 価 方 式 事業評価方式

２．事業等の内容

（１）課題・ニーズ

国際犯罪被害実態調査は，多国間における犯罪被害の実態を比較することを目的とし

て開発されたものであり，４年ごとに定期的に実施されている。我が国については，20

00年に国連犯罪司法研究所からの参加要請を受けて，法務総合研究所が実施してきた。

国際犯罪被害実態調査については，これまでの調査に引き続き，今次，国連の関与の

下，新国際犯罪被害実態調査（ICVS-２と称される。）という形で行われることとなって

おり，経年比較と国際比較を可能とするためには，各国の参加が必須である。

警察等の公的機関に認知された犯罪被害の件数のみではなく，特に暗数が多いとされ

る性犯罪等も含め，多様な要因により顕在化されていない犯罪被害を明らかにした犯罪

被害実態を把握することは，有効適切な犯罪防止政策等の施策を検討する前提であると

ともに，国民生活に直接に関わる治安情報として国民に認知されるべき情報を把握する

ことでもあって，刑事政策にかかる必須の基礎的研究である。

（２）目的・目標

第１回調査（2000年），第２回調査（2004年），第３回調査（2008年）に引き続き，

第４回犯罪被害実態（暗数）調査を実施し，犯罪被害実態等の経年比較及び国際比較を

行うことによって，我が国の犯罪発生状況の実態を明らかにする基礎資料を提供するこ

とを目的とする。

本調査研究は，国連が関与して行われる新国際犯罪被害実態調査に参加して行うもの

であり，同調査で示される国際標準の質問票の各項目（前回調査では161項目。今回に

ついては依頼書未着のため不明であるが，前回とほぼ同数であると思われる。）につい

て，適切に調査することを目標とする。

（３）具体的内容

ア 研究期間

平成23年度から平成24年度の２か年計画

イ 研究内容

（ア）調査対象者

全国から16歳以上の者を無作為抽出（第３回調査同様に男女同数で合計6,000人

を抽出する予定）。

（イ）調査項目

基本的に本年中に策定される予定のICVS-２で定められる調査項目（「犯罪被害

の有無及び実情」，「犯罪被害の申告及び警察に対する認識」，「犯罪・防犯に関す

る認識及び態度」等に関するもの）を使用する。

ウ 調査方法

上記調査項目を記載した質問票を用い，調査員が対象者から個別に聴取して調査を
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行う。性的事件については，対象者自身が自記式で回答用紙に記入する方法により調

査を行う。なお，調査の実施及びデータベースの作成は，民間業者に依頼する。

エ 分析方法

世帯犯罪被害（乗り物関係の被害，不法目的侵入等）及び個人犯罪被害（強盗，性

的事件等）の被害態様，年齢，就業状況，都市規模等の視点から分析する。

オ 検証を行う時期

本研究を終了した時点から，２年経過後に実施する。

３．評価手法等

外部有識者等で構成される研究評価検討委員会（学者委員７名，法務省内の他部局員４

名計11名により構成）において，適切に新国際犯罪被害実態調査で示される調査項目に関

して調査を行い，犯罪発生状況の実態を明らかにする基礎資料を提供することができるか

どうかについて評価を行う。

４．評価の内容

本研究について，平成22年６月７日に実施された研究評価検討委員会の評価を踏まえ，次

のとおり評価を行った。

（１）必要性及び有効性

本調査の目的とする犯罪被害実態を明らかにすることは，刑事政策を検討する基礎で

あると同時に，広く国民にとっての関心事項でもあるから，我が国はもちろん全世界的

に有益である。国際犯罪被害実態調査は，そのような犯罪被害実態について，国際的に，

また経年的に比較が可能な犯罪統計を把握するためのものとして唯一のものである。し

たがって，この調査の意義は，社会的，刑事政策的，学術的にも高く評価されている。

本研究は，多数の国が参加して行われる国際的な調査の一環として行われるものであ

って，国際標準となる質問項目を調査するところ，当該項目は従前の調査項目（これら

の項目は適切なものであったと評価できる。）と同様のものと期待されるから，今回の

調査項目も犯罪被害実態を把握するために適切な項目であり，犯罪被害実態を明らかに

するとの成果が期待できる。なお，これにより，法務省各部局で行う犯罪被害防止策等

の刑事政策の改善の要否等の判断も可能となることなども期待できる。

（２）効率性

本調査は各国と協働して行うものであり，法務総合研究所は我が国に関する調査を行

うだけで足りるところ，その成果は国際的な調査に係るものが期待できるのであるから，

我が国独自で行う場合に比べてはるかに低費用で行うことができる。さらに，法務総合

研究所は，過去の調査データも蓄積しているため，それらを生かして経年比較など継続

性が必要な研究も行うことができる。そして，法務総合研究所は，過去に３回の同種調

査を行っており，調査・分析に関するノウハウを蓄積しているため，全く初めて調査・

分析を行う場合に比べて，短期間に正確な分析を行うことを期待できる。

（３）国際的な水準の向上

本研究は，新国際犯罪被害実態調査の一環として行うものであるところ，その調査の

意義が高いことは前述のとおりである。これに我が国が参加しない場合，世界における

我が国の占める地位にかんがみ，その重要部分の一部が欠けることとなるから，本研究

を行うことは同調査の意義を高め，水準を向上させることとなる。

（４）総合的評価

本研究については，上記のとおり，必要性，効率性，有効性がそれぞれ認められる上，

国際的な水準の向上にも資するものであって，平成23年度から行うべき研究課題といえ

る。

５．政策評価懇談会の知見の活用
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（１）実施時期

平成22年８月30日～同年９月２日

（２）実施方法

持ち回り審議

（３）意見及び反映内容の概要

〔意見〕

個人情報の漏洩・流出事件が頻発していることや性的事件はセンシティブ情報である

ことなどから，情報漏洩・流出事件などが起こらないよう対応する必要がある。

〔反映内容〕

今後とも，より厳格な情報管理に努めていくこととする。

６．関係する法令，施政方針演説等（主なもの）

○ 犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）第21条

○ 犯罪被害者等基本計画（平成17年12月27日閣議決定）

Ⅴ－第４－２－（６） 法務省における「犯罪被害実態調査」の調査方法に関する検

討

「法務省において，これまでに行った「犯罪被害実態調査」と同種の調査を継続的に

実施する方向で検討するとともに，性的暴行被害等についてより一層精緻な数値を得

られるよう調査方法の検討を早期に行い，その結果を同調査に反映する。」

７．備考
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事業計画の必要性に関する評価指標

●建替等の場合

計画理由 内 容 備 考
１００ ９０ ８０ ７０ ６０ ５０ ４０

木造 保安度2,500以下 3,000以下 3,500以下 4,000以下 4,500以下 5,000以下 6,000以下

老朽 非木造

現存率50％以下又は経年、被
災等により構造耐力が著しく低
下し、非常に危険な状態にある
もの

６０％以下 同左 ７０％以下 同左
８０％以下 同
左

災害危険地域又は気象条件
の極めて過酷な場所にある
場合、10点加算する。

狭あい 庁舎面積 面積率０．５以下 ０．５５以下 ０．６０以下 ０．６５以下 ０．７０以下 ０．７５以下 ０．８０以下
敷地等の関係で増築が不可
能な場合にのみ、新営の主
理由として取り上げる。

立退要求がある場合
借用期限が切れ即
刻立退が必要なも
の

期限付き立退要求
のもの

なるべく速やかに
返還すべきもの

借用返還 返還すべき場合、関係
団体より借り上げの場
合又は借料が高額の場
合

緊急に返還すべきもの
なるべく速やかに
返還すべきもの

分散
事務能率低下、連絡困
難

２ヶ所以上に分散、相互距離
が１km以上で（同一敷地外）、
業務上著しく支障があるもの

２ヶ所以上に分散、相互距離
が300m以上で（同一敷地外）、
業務上非常に支障があるもの

同一敷地内に分散、業務上支
障があるもの

相互距離は、通常利用する
道路の延長とする。

街路、公園及び区画整
理等都市計画事業施行
地

周囲が区画整理等施行済みで
当該施行分だけが残っている
もの

区画整理等施行中
で早く立退かない
と妨害となるもの

区画整理等が事業
決定済であるもの
（年度別決定済）

区画整理等が計画決定済であ
るもの

シビックコア計画に基づくも
ののうち、シビックコア内の
当該施行分を除く施設、関
連都市整備事業等全てが整
備済のものは7点、全てが整
備済または建設中のものは
4点を加算する。

都市計画の関係

地域制上の不適

都市計画的にみて、地域性上
著しい障害のあるもの又は防
火地区若しくは準防火地区に
ある木造建築で防火度50点以
下のもの

６０点以下

都市計画的にみて、地域性上
障害のあるもの、又は防火地
区若しくは準防火地区にある
木造建物で防火度70点以下の
もの

８０点以下

都市計画的にみて、地域性上
好ましくないもの又は防火地区
若しくは準防火地区にある木
造建物で防火度100点未満の
もの

立地条件の不良

位置の不適

位置が不適当で業務上非常な
支障を来しているもの又は公
衆に非常に不便を及ぼしてい
るもの

位置が不適当で業務上支障を
来しているもの又は公衆に不
便を及ぼしているもの

位置が不適当で業務上又は環
境上好ましくないもの

地盤の不良
地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理が不可能に近
いもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理が著しく困難
なもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理が困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理上好ましくない
もの

施設の不備 必要施設の不備
施設が不備のため業務の遂行
が著しく困難なもの

施設が不備のため業務の遂行
が困難なもの

施設が不備のため業務の遂行
に支障を来しているもの

施設が不備のため業務上好ま
しくないもの又は来庁者の利用
上著しく支障があるもの

敷地等の関係で増築が不可
能な場合にのみ、新営の主
理由として取り上げる。

衛生条件の不良 採光、換気不良
法令による基準よりはるかに
低いもの

法令による基準より相当低いも
の

法令による基準以下であるも
の

新設新営の主理由として取
り上げない。

法令等 法令等に基づく整備
法令、閣議決定等に基づき整
備が必要なもの

国の行政機関等の移転及び
機構統廃合等に適用する。
ただし、機構統廃合による場
合は主理由として取り上げ
ない。

●新規施設の場合

計画理由 内 容 備 考

100 90 80 70 60 50 40

法令等 法令等に基づく整備
法令、閣議決定等に基づき整
備が必要なもの

新たな行政需要
新たな行政需要に対応
した整備

当該行政需要への対応が特に
緊急を要する

当該行政需要への対応を至急
すべき

当該行政需要への対応の必要
性は認められるが急がなくてよ
い

機構新設 機構新設に伴う整備
整備を行わない場合、業務の
遂行が著しく困難なもの

整備を行わない場合、業務の
遂行が困難なもの

整備を行わない場合、業務の
遂行に支障を来すもの

整備を行わない場合、業務上
好ましくないもの

評 点

評 点

－８－

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。





事業計画の効果（B1)に関する評価指標

分 類

1.1 1 0.9 0.8 0.7 0.5
位 置 用地取得の見込 取得済み、現地建替 国有地の所管替予定、公有

地等の借用予定、建設までに
用地取得の計画あり、又は民
有地を長期間借用可能なも
の

建設までの用地取得計画が
不明確

敷地未定

災害防止・環境保全 自然条件が災害防止・環境保
全上良好

自然条件の不備を技術的に
解消できる

自然条件に災害防止・環境保
全上やや支障がある

自然条件に災害防止、環境
保全上著しい支障がある

アクセスの確保 周辺に道路・鉄道等が整備済
み

整備の見込あり 整備の見込なし

都市計画・土地利用計画等との整合性 都市計画・土地利用計画シ
ビックコア地区整備計画等に
積極的に貢献

都市計画等と整合 条件整備により都市計画等と
の整合が可能

都市計画等と整合しない

敷地形状 敷地が有効に利用できる形
状であり、安全・円滑に出入り
できる構造の道路等に接して
いる

敷地が有効に利用できる形
状ではない

安全・円滑に出入りできる構
造の道路等に接していない

規 模 建築物の規模 業務内容等に応じ、適切な規
模が設定され、敷地の高度利
用について配慮している

業務内容等に応じ、適切な規
模が設定されている

規模と業務内容等との関連が
不明確

規模未定

敷地の規模 駐車場、緑地等に必要な面積
が確保されている

建築物の規模に応じ適切な
規模となっている

駐車場等の確保に支障があ
る

構 造 単独庁舎、 単独庁舎の場合 単独庁舎としての整備が適当 総合庁舎又は合同庁舎計画
との調整が必要

総合庁舎又は合同庁舎計画
としての整備が必要

総合庁舎

としての 総合庁舎の場合 総合庁舎としての整備条件が
整っている

総合庁舎としての整備条件が
整っていない

整備条件

機能性等 適切な構造、機能として計画
されている

標準的な構造として計画され
ている。又は、特殊な施設で
必要な機能等が満足される計
画である

適切な構造、機能として計画
されていない

標準的な構造が確保できない
おそれがある。又は、特殊な
施設で必要な機能等が満足
されないおそれがある

項 目 係 数

－１０－

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。



事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標

（事前評価）

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

Ａ 特に充実した取り組みが計画されている

Ｂ 充実した取り組みが計画されている

Ｃ 一般的な取り組みが計画されている

地域性

社会性

人権

環境保全性 環境保全性

機能性

保安性

経済性 耐用・保全性

ユニバーサルデザイン
（建物内）

防災性

－１１－





事業計画の効果（B1)に関する評価指標

分 類

1.1 1 0.9 0.8 0.7 0.5
位 置 用地取得の見込 取得済み、現地建替 国有地の所管替予定、公有

地等の借用予定、建設までに
用地取得の計画あり、又は民
有地を長期間借用可能なも
の

建設までの用地取得計画が
不明確

敷地未定

災害防止・環境保全 自然条件が災害防止・環境保
全上良好

自然条件の不備を技術的に
解消できる

自然条件に災害防止・環境保
全上やや支障がある

自然条件に災害防止、環境
保全上著しい支障がある

アクセスの確保 周辺に道路・鉄道等が整備済
み

整備の見込あり 整備の見込なし

都市計画・土地利用計画等との整合性 都市計画・土地利用計画シ
ビックコア地区整備計画等に
積極的に貢献

都市計画等と整合 条件整備により都市計画等と
の整合が可能

都市計画等と整合しない

敷地形状 敷地が有効に利用できる形
状であり、安全・円滑に出入り
できる構造の道路等に接して
いる

敷地が有効に利用できる形
状ではない

安全・円滑に出入りできる構
造の道路等に接していない

規 模 建築物の規模 業務内容等に応じ、適切な規
模が設定され、敷地の高度利
用について配慮している

業務内容等に応じ、適切な規
模が設定されている

規模と業務内容等との関連が
不明確

規模未定

敷地の規模 駐車場、緑地等に必要な面積
が確保されている

建築物の規模に応じ適切な
規模となっている

駐車場等の確保に支障があ
る

構 造 単独庁舎、 単独庁舎の場合 単独庁舎としての整備が適当 総合庁舎又は合同庁舎計画
との調整が必要

総合庁舎又は合同庁舎計画
としての整備が必要

総合庁舎

としての 総合庁舎の場合 総合庁舎としての整備条件が
整っている

総合庁舎としての整備条件が
整っていない

整備条件

機能性等 適切な構造、機能として計画
されている

標準的な構造として計画され
ている。又は、特殊な施設で
必要な機能等が満足される計
画である

適切な構造、機能として計画
されていない

標準的な構造が確保できない
おそれがある。又は、特殊な
施設で必要な機能等が満足
されないおそれがある

項 目 係 数

－１３－

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。



事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標

（事後評価）

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

Ａ 特に充実した取り組みがなされている

Ｂ 充実した取り組みがなされている

Ｃ 一般的な取り組みがなされている

経済性 耐用・保全性

ユニバーサルデザイン
（建物内）

防災性機能性

保安性

地域性

社会性

人権

環境保全性 環境保全性

－１４－
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